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評  価  書 

 

                                                            平成２８年９月５日 

                               宮   城   県 

 

 下記事業を対象として行った大規模事業評価の結果は，以下のとおりである。 

 

                                      記 

１ 対象事業名 

    石巻好文館高等学校校舎等改築事業 

 

２ 事業の概要 

    別添資料１「事業の概要」のとおり 

 

３ 県民生活及び社会経済情勢に対する効果並びにその把握の方法 

  別添資料２「評価結果」のとおり 

 

４ 評価の経過 

    平成２８年７月１１日 行政活動の評価に関する条例第５条の書面（評価調書）の確定 

    平成２８年７月１２日  宮城県行政評価委員会への諮問 

    平成２８年７月１２日  行政活動の評価に関する条例第９条に基づく県民意見聴取 

        ～８月１２日   

平成２８年７月２０日  同委員会大規模事業評価部会第１回開催 

    平成２８年８月２５日  同委員会大規模事業評価部会第２回開催 

    平成２８年９月 １日 同委員会及び同委員会大規模事業評価部会からの答申 

    平成２８年９月 ５日  県の自己評価の確定,条例第１０条の書面（評価書）の確定 

 

５ 行政評価委員会の意見 

    別添資料３「答申」のとおり 

 

６ 評価の結果 

    宮城県行政評価委員会大規模事業評価部会における調査審議の経過，同委員会及び同委員会大

規模事業評価部会からの答申並びに県民意見聴取の結果を踏まえ，本事業について，行政活動の

評価に関する条例施行規則（平成１４年宮城県規則第２６号）第１７条第１項に定める基準に基

づき評価を行った結果，本事業を実施することは適切であると判断した（評価結果の詳細は，別

添資料２のとおり）。 

    なお，同委員会及び同委員会大規模事業評価部会からの答申内容（評価書を作成するに当たり

検討すべき事項等）に対する県としての検討結果は，次のとおりである。 
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答申内容に対する検討結果 

 

    人口減少・少子化の将来予測を踏まえ，新しい教育ニーズにも適切に対応できる学校運営

の展開について配慮すること。［答申記１関係］ 

 

   【検討結果】 

    人口減少・少子化の将来予測を踏まえ，新しい教育ニーズにも適切に対応できる学校運営

の展開について配慮していく。 
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別添資料１

事 業 概 要

Ⅰ 事業の概要

事業の名称 石巻好文館高等学校校舎等改築事業

事業の概要 【概要】
当該校の校舎施設は，前身である石巻女子高等学校の校舎として，東

校舎は昭和４２年，西校舎は昭和４３年に旧耐震基準で建築されたもの
である。
平成１８年の男女共学化に伴い，「石巻好文館高等学校」として名称

が改められたが，校舎施設等については，前述の施設を継続して使用し
ている状況である。
共学化に伴う改修工事，平成１７・１８年に実施した耐震補強工事，

及び東日本大震災時の津波の浸水被害に対する復旧工事など，必要最小
限の改修により施設の保全を図っているものの，校舎自体は既に建築後
４７～４８年を経過しており，老朽化が著しいことから，改築を行うも
のである。

＜対象校の現況＞ （平成２８年６月１日現在）
所在地：石巻市貞山３丁目４番１号

・全日制課程 普通科 １６学級
・生徒数５９９名 １学年－２００名（５学級）

（男女） ２学年－２０１名（５学級）
３学年－１９８名（６学級）

・職員数６６名（他 ＡＬＴ等６名）

・施設の規模：３階建校舎 ６，３３９㎡
（鉄筋コンクリート造）

その他付属棟 ６７０㎡
（鉄筋コンクリート造他）

《附属資料１ 位置図》
《附属資料２ 現況配置図》
《附属資料３ 現況写真》
《附属資料４ 石巻好文館高等学校 学校要覧(平成２７年度版)》

【上位計画との関連】
○ 宮城の将来ビジョン・震災復興・地方創生実施計画（再生期：
平成２６年度～２９年度）【平成２８年度版】（平成２７年度改訂）

第４章 宮城の未来をつくる３３の取組
第２節 安心と活力に満ちた地域社会づくり
２ 将来の宮城を担う子どもの教育環境づくり
取組１７ 児童生徒や地域のニーズに応じた特色ある

教育環境づくり
《附属資料５ 宮城の将来ビジョン・震災復興・地方創生実施計画

（再生期：平成２６年度～２９年度）【平成２８年度版】〔一部抜粋〕》

○ 宮城県教育振興基本計画（平成２２年３月）
第４章 施策の展開
２ 施策の基本方向
基本方向４ 信頼され魅力ある教育環境づくり
（５）県立学校の改革の推進

《附属資料６ 宮城県教育振興基本計画 －概要版－》
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事業計画の背景 【背景】
○ 本県においては，教育環境の改善を図るため，建築後４０年を目
処に，各学校の施設実態を踏まえながら，順次計画的に改築を進め
ている。

○ 当該校は，平成１８年４月に男女共学化が図られ，名称も現在の
石巻好文館高等学校と改めたが，校舎等の施設については前身であ
る石巻女子高等学校の施設に改修を加え，継続して使用している。

○ 学校施設としては，校舎・屋内運動場・生徒会館等が設置されて
おり，これらの施設では日常的に多数の生徒が学校生活を送ってい
る。そのため，常に施設の安全性を確保する必要がある。

○ 「新県立高校将来構想」（平成２２年３月）においては，「効率的・
効果的な施設整備を推進するとともに，各学校の特色ある教育活動
の充実に配慮した整備を進めます」との方針が示されている。
また，「同 第２次実施計画」（平成２５年２月）の中でも，「効

率的・効果的な施設整備の推進」という項目が設けられており，東
日本大震災の前後を問わず，計画的な整備の推進は重要な課題とな
っている。
《附属資料７ 新県立高校将来構想 〔一部抜粋〕》
《附属資料８ 新県立高校将来構想 第２次実施計画 〔一部抜粋〕》

【期待される効果】
○ 老朽化の著しい校舎の改築により，施設の利便性・安全性が確保
される。

○ 当該校は平成２２年度より単位制を導入し，少人数授業を展開す
るなど独自の取組を行っている。改築に伴い，この特色がより活か
される環境を整備することで，生徒募集の強みがさらに発揮され，
進学拠点校としての位置づけがこれまで以上に強化されることが期
待される。

○ さらに，石巻高等学校と石巻好文館高等学校の２つの進学校がこ
れまで以上に切磋琢磨しあうことで，石巻圏域全体の学力向上につ
ながると同時に，他の中堅普通科高等学校及び専門高等学校との機
能分担が実現することで，児童生徒の希望する進路に応じた多様な
学校選択が可能になることが期待される。

○ 共学校としての施設環境を見直すことで，男女いずれの生徒にも
魅力的な学校空間が形成される。

これまでの取組状況 平成１５年 耐力度調査の実施
平成１７年 耐震補強工事の実施（東校舎）
平成１８年 男女共学化・石巻好文館高等学校に名称変更

耐震補強工事の実施（西校舎）
平成２２年 新県立高校将来構想策定（計画期間平成２３～３２年度）

新県立高校将来構想第１次実施計画策定
（計画期間平成２３～２７年度）

平成２４年 災害復旧工事（東日本大震災）
平成２５年 新県立高校将来構想第２次実施計画策定

（計画期間平成２６～３０年度）

今後のスケジュール 平成２８年度 大規模事業評価，基本・実施設計，地質調査等
平成２９年度 基本・実施設計
平成３０年度 校舎改築工事
平成３１年度 校舎改築工事
平成３２年度 外構・グラウンド整備工事

供用開始予定 平成３２年４月
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Ⅱ 事業内容 《附属資料９ 施設整備概要》
《附属資料１０ 県立高等学校改築事業相対比較表》

用地関係 予 定 地 石巻市貞山３丁目４番１号

用地確保の状況 用地の確保 済・未
造成面積 ㎡
県有地・民有地買上・民有地借り上げ・（ ）

敷 地 面 積 ６３，０３０ ㎡

規 制 の 状 況 規制区域
用途 第一種住居地域
建ぺい率 ６０％
容積率 ２００％
その他 建築基準法第２２条指定区域

建設関係 事 業 規 模 延べ床面積 ７，００９ ㎡（予定）
構造 鉄筋コンクリート３階建
整備される主な施設 校舎棟，機械室，その他付属棟等

Ⅲ 事業費

建設費 Ａ 調査費 １３百万円
設計費 ９８百万円
工事費 ３，６１７百万円
その他（工事監理費・需用費等） ８３百万円

合 計 ３，８１１百万円

【財源内訳】
起債
臨時高等学校整備事業債（充当率９０％） ３，４３０百万円

一般財源 ３８１百万円

合 計 ３，８１１百万円

維持管理費 Ｂ ４０年間の維持管理費の累計
〈建設後の施設の利用を平成３２年～平成７１年の４０年間と想定〉

人的経費 ４７３百万円
修繕・補修関係経費 １，２２６百万円
運営・管理経費 １，０５６百万円

合 計 ２，７５５百万円

【財源内訳】
起債
臨時高等学校整備事業債（充当率９０％） ９４６百万円

一般財源 １，８０９百万円

合 計 ２，７５５百万円

合計 Ａ＋Ｂ ６，５６６百万円
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別添資料２

評 価 結 果

行政活動の評価に関する条例施行規則（平成１４年規則第２６号）第１７条第１項各号に規定する
基準等に基づく評価結果は，次のとおりである。

１ 事業が社会経済情勢から見て必要であるかどうか。（第１号関係）

【当該事業の必要性】
○ 当該校舎の老朽化は著しく，今後の生徒，教職員等の安全・安心の確保のためには改築が
必要である。

○ 当該校は全日制課程普通科において石巻地区唯一の単位制高校であり，少人数授業を展開
するなど独自の取組を行い，進学拠点校として魅力的な高校づくりに努めている。
これらの特色を活かし，生徒の学習意欲に応える環境を整備するため，必要な事業である。

○ 少子化の影響により県全体での生徒数は減少傾向にあるが，石巻地区の学校はいずれも一
定の規模を保っていることから，生徒数の減少に対しては，当面，学級減で対応していくこ
とが可能である。

○ 交通の利便性に優れ，教育施設等にも近接するなど，地理的に優れた立地であり，また，
設立から１００年以上の歴史を持つ伝統校という点からも，当該校を存続させる意味合いは
非常に大きいものと考えられる。

《附属資料１１ 地区別中学校卒業（見込）者数の推移》
《附属資料１２ 石巻圏中学校卒業（見込）者数の推移》

【現施設の状況（施設の規模，利用状況，耐用年数）】（平成２８年６月１日現在）
・施設規模 校 舎：６，３３９㎡（鉄筋コンクリート造／築４７～４８年）

機 械 室：９６㎡×２棟（鉄筋コンクリート造／築３０年）
書 庫：３６㎡（鉄筋コンクリート造／築４７年）
コークス置場：１９㎡（コンクリートブロック造／築４７年）
倉 庫：６６㎡（木造／築４７年）
（その他，渡り廊下棟等）

・利用状況 生徒数５９９名
職員数６６名（他 ＡＬＴ等６名）

・耐用年数 鉄筋コンクリート造：４７年，コンクリートブロック造：３４年，木造１５年
（「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（財務省令）」別表より）

《附属資料１３ 減価償却資産の耐用年数等に関する省令 別表第一〔一部抜粋〕》

２ 県が事業主体であることが適切であるかどうか。（第２号関係）

○ 県立高等学校は，学校教育法第２条及び第５条に基づき県が設置・管理する施設であり，県
は学校施設の適正な管理運営の責任を負うものである。

○ 学校施設は，本県の学校教育関係施設として次代を担う人材の育成の場として供されるもの
で，一定の要件を満たす全ての県民が対象となり，また，便益も特定の県民に限定されるもの
ではないと考えられる。

３ 事業を行う時期が社会経済情勢から見て適当であるかどうか。（第３号関係）

【老朽化に伴う早急な改築の必要性】
○ 県立高等学校については，建築後４０年を目処に，各学校の施設実態を踏まえながら計画的
に改築を行うこととしている。現在の校舎は昭和４２～４３年に建築されたもので，築年数は
４７～４８年となっており，既に目安となる４０年を超過し，著しい老朽化が生じている。
また，この築年数は鉄筋コンクリート造建築物の耐用年数４７年を満了した状態でもあり，

こちらの観点からも早急な改築が求められるものである。
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４ 事業の手法が適切であるかどうか。（第４号関係）

【ＰＦＩ事業の導入について】
○ 県では，初期建設費が１０億円以上の事業については，ＰＦＩ事業導入の検討を行ってい
るが，本件は以下の理由によりＰＦＩの導入はせず，従来方式による整備を採用した。
① 県立高等学校改築事業については，平成１５年度実施の第三女子高等学校，平成１６年
度実施の仙台第三高等学校の際に，ＰＦＩ方式の導入について財政面を含めた総合的な検
討を行ったものの，メリットが見いだせず，いずれの事業も従来方式が優位と判断された
経緯がある。

② 本件も上記２件と同様の改築事業にあたることから，「宮城県ＰＦＩ活用方針」Ⅱ－２
－(１)に規定された，「ＰＦＩ導入調整会議において既に検討がなされ，ＰＦＩが不適当
と判断された同様の事業」に該当すると考えられたため，担当課である総務部行政経営推
進課と協議を行ったところ，ＰＦＩ導入調整会議への付議を不要とする旨の回答がなされ
たこと。

○ 以上２点により，本件は従来方式によることが妥当であると判断した。

５ 事業の実施場所が適切であるかどうか。（第５号関係）

【現在地（学校敷地内）に建替えすることについて】
○ 以下の理由から，現在地（学校敷地内）に建替えすることが適切と判断する。

① 現在地において，改築に必要な面積が確保されていること。
② 当該敷地は県有地であり，用地取得等の新たな財政負担が生じないこと。
③ ＪＲ陸前山下駅に近接（約０．７ｋｍ）しており，公共交通機関の便が良いこと。
④ 石巻市中心の市街地に位置し，近隣には石巻市役所，市立図書館，総合体育館のほか，
各小中学校，高等学校，石巻専修大学等の公共・教育施設が立地しており，教育に恵ま
れた環境にあること。

【石巻地区での改築事業の意義について】
○ 復興の主要地域である石巻地区での改築事業であり,復興及びまちづくりを身近に意識で
きる学習環境の整備につながる。

６ 事業が社会経済情勢から見て効果的であるかどうか。（第６号関係）

○ 改築により施設強度の向上，バリアフリー化等が推進され，生徒・教職員等の安全・安心が
確保される。

○ 当該校は近年，単位制を導入し，少人数授業を展開するなど独自の取組を行っている。新校
舎の整備により学校の魅力が高まることで，生徒募集の強みがさらに発揮され，進学拠点校と
しての位置づけがこれまで以上に強化されることが期待される。

○ さらに，石巻高等学校と石巻好文館高等学校の２つの進学校がこれまで以上に切磋琢磨しあ
うことで 石巻圏域全体の学力向上につながると同時に，他の中堅普通科高等学校及び専門高
等学校との機能分担が実現することで，児童生徒の希望する進路に応じた多様な学校選択が可
能になることが期待される。

○ 改築により，ＩＣＴ教育等，新しい施設設備が必要な教育分野への対応が可能となり，学校
としての魅力や生徒の教育環境の向上につながる。

○ 共学校としての施設環境の見直しにより，男女いずれの生徒にも魅力的な学校空間が形成さ
れることで，生徒募集時の競争力が高まる。

７ 事業の実施に伴う環境への影響が少ないかどうか。（第７号関係）

○ 現在地への校舎建替えであり，基本的に土地の形状変更を伴うものではないことから，周辺
環境に新たな影響を与える可能性は低いと考えられるが，事業実施に当たっては宮城県環境基
本計画に則り，周辺環境，環境負荷の低減に配慮した基本設計の実施及び施工を行うものとし，
新校舎建設や既設校舎解体の際にも周辺環境に配慮した工法等により行う。

《附属資料１４ 宮城県環境基本計画【概要版】》
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８ 想定される事業リスク及び当該リスクへの対応策

【事業費財源に関するリスク】
○ 現在のところ想定されるリスクはない。

【災害に関するリスク】
○ 新校舎については，新耐震基準により建築されることから，地震災害に対する耐震性能が
確保される。新校舎供用開始までの期間は，既存校舎または仮設校舎の維持・保全に万全を
期すとともに，災害時に備えた避難訓練等を継続して実施するなど，生徒・教職員の意識を
高め，対応していく。

９ 事業の経費が適切であるかどうか。（第８号関係）

建設費 Ａ 調査費 １３百万円
（再掲） 設計費 ９８百万円

工事費 ３，６１７百万円
その他（工事監理費，需用費等） ８３百万円

合 計 ３，８１１百万円

【財源内訳】
起債
臨時高等学校整備事業債（充当率９０％） ３，４３０百万円

一般財源 ３８１百万円

合 計 ３，８１１百万円

維持管理費 Ｂ ４０年間の維持管理費の累計
（再掲） 〈建設後の施設の利用を平成３２年～平成７１年の４０年間と想定〉

人的経費 ４７３百万円
修繕・補修関係経費 １，２２６百万円
運営・管理経費 １，０５６百万円

合 計 ２，７５５百万円

【財源内訳】
起債
臨時高等学校整備事業債（充当率９０％） ９４６百万円

一般財源 １，８０９百万円

合 計 ２，７５５百万円

合計 Ａ＋Ｂ ６，５６６百万円
(再掲)

投入職員数 ○ 平成２８年度～平成３０年度（校舎設計等）
延べ１００人 （２人×２．５日×２０月）

・教育庁施設整備課職員が関係課，地方公所職員及び設計事務所との打
合せを月に２～３日実施。

○ 平成３０年度～平成３１年度（校舎改築等）
延べ９０人 （２人×２．５日×１８月）

・教育庁施設整備課職員が関係課，地方公所職員及び請負業者との打合
せを月に２～３回実施。

○ 平成３１年度～平成３２年度（旧校舎解体，外構，グラウンド整備等）
延べ６０人 （２人×２．５日×１２月）

・教育庁施設整備課職員が関係課，地方公所職員及び請負業者との打合
せを月に２～３回実施。

以上のとおり，石巻好文館高等学校校舎等改築事業について県が評価を行った結果，事業の
実施は適切と判断した。
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